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道内景気は、持ち直しの動きが一服している。

需要面をみると、個人消費は、消費税増税前の駆け込み需要の反動から、百貨店販売や自

動車販売が落ち込んでいるものの、足元ではその影響も徐々に薄れている。住宅投資は、駆

け込み需要の反動減から、持家を中心に前年を下回っている。公共投資は前年を大きく上

回っている。輸出は、アフリカや中東、北米向けが増加している。

生産活動は低下している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いてい

る。企業倒産は件数、負債総額とも減少している。
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①大型小売店販売額～９か月ぶりに減少

４月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比▲５．９％）は、９か月ぶりに前年を下

回った。

百貨店（前年比▲１４．０％）、スーパー（同

▲３．７％）とも、衣料品、身の回り品、飲食

料品、その他のすべての品目で前年を下回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋１．０％）

は、７か月連続で前年を上回った。

②住宅投資～４か月連続で減少

４月の新設住宅着工戸数は、３，２３６戸（前

年比▲３．３％）と４か月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋１２．２％）は

増加したが、持家（同▲２２．２％）、分譲（同

▲５．１％）が減少した。

１～４月累計では、８，２４５戸（前年比

▲６．２％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、貸家（同＋５．０％）は増加

しているが、持家（同▲１４．０％）、分譲（同

▲２７．２％）が減少している。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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（資料：�北海道観光振興機構）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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（資料：函館税関）

③公共投資～３か月連続で増加

５月の公共工事請負金額は、１，２５２億円

（前年比＋７．９％）と３か月連続で前年を上

回った。

発注者別では、国（前年比▲２３．４％）は前

年を下回ったが、北海道（同＋６８．２％）、市

町村（同＋４４．６％）が前年を上回った。

１～４月累計では、請負金額４，０８３億円

（前年比＋２５．６％）と前年を上回って推移し

ている。

④来道客数～２６か月連続で前年を上回る

４月の来道客数は、７８６千人（前年比

＋０．２％）と２６か月連続で前年を上回った。

１～４月累計では、３，４３４千人と前年を

４．１％上回っている。

４月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ２．０．％増加した。国内線（前年比

＋１．０％）、国際線（同＋１６．３％）ともに前年

を上回った。

⑤貿易動向～輸出は３か月連続で増加

４月の道内貿易額は、輸出が前年比１５．０％

増の４４８億円、輸入が同３０．３％減の１，１６４億円

となった。

輸出は船舶や自動車の部分品、鉄鋼などが

増加し、３か月連続で前年を上回った。輸入

は、製油所の再編から原油及び粗油が大幅に

減少するなどし、２か月ぶりに前年を下回っ

た。

道内経済の動き
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⑥鉱工業生産～２か月ぶりの低下

４月の鉱工業生産指数は９５．９（前月比

▲６．２％）と２か月ぶりに低下した。前年比

（原指数）では▲４．０％と２か月ぶりに低下し

た。

業種別では、前月に比べ、金属製品工業、

輸送機械工業など５業種が上昇したが、電気

機械工業や窯業・土石製品工業、石油・石炭

製品工業など１１業種が低下した。

⑦雇用情勢～改善が続く

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．７６倍（前年比＋０．１５ポイント）と５１か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比９．３％の増加とな

り、５１か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋１１．９％）、製造

業（同＋２３．４％）、サービス業（同＋８．７％）

などが増加した。

⑧倒産動向～件数は２か月ぶりに減少

５月の企業倒産は、件数が１９件（前年比

▲３８．７％）、負債総額が４６億円（同▲２１．７％）

となった。件数は２か月ぶりに減少、負債総

額は７か月連続で前年を下回った。

業種別では、建設業が８件、不動産業、

サービス・他がそれぞれ３件などとなった。

道内経済の動き
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― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年７月号

１．調査概要

（１）調査の趣旨

２０１３年９月８日、２０２０年夏季オリンピック・パラリンピックの開催地として東京が選ばれ、夏

季オリンピックとして１９６４年の東京オリンピック以来５６年ぶりの我が国での開催が決定した。

一方、冬季オリンピック・パラリンピックに関しては、１９７２年の札幌オリンピック、１９９８年の

長野オリンピック開催以降、日本での招致立候補はない。また、昨年の１１月に立候補の申請が締

め切られた第２４回大会（２０２２年開催）についても、北京やストックホルムなど世界６都市が立候

補しているものの、日本からの立候補はなかった。

２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックの開催について、日本オリンピック招致委員会と

東京都が算定した開催の経済効果は約３兆円と見込まれており、冬季オリンピック・パラリン

ピックでもこうした経済波及効果が期待されるとともに、国際観光交流の拡大や開催都市の国際

的知名度の向上など様々な効果が期待される。

そこで、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックの開催決定を機に、道内企業の意識調査

をとおして、道内での冬季オリンピック・パラリンピックの開催が道内景気と道内企業経営にど

のような効果をもたらすかを調査した。

（２）調査内容

① 調査対象

道内の企業５，０００社を対象とした。

② 調査方法、実施時期

調査方法：調査票を郵送により配布、回収

実施時期：平成２６年２～３月

③ 調査項目

�．冬季五輪開催による道内景気への影響
�．冬季五輪開催に対する期待と不安
�．冬季五輪開催による自社の業績への影響
�．冬季五輪開催による投資等の可能性
�．北海道の経済成長のための、冬季五輪開催の有効性
�．冬季五輪開催市町村

④ 調査票配布・回収結果

配布数 ：５，０００社

回収数 ：１，５５０社 回収率：３１．０％

特別調査

冬季オリンピック・パラリンピック
に関する道内企業意識調査
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特別調査

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年７月号

２．調査結果（要旨）

１．冬季五輪の北海道での開催は、８割以上の企業が道内景気へ好影響があると回答。地域

や業種にかかわらず多くの企業が冬季五輪による景気浮揚に期待を示す。

２．冬季五輪への期待と不安では、７割以上の企業が「期待の方が大きい」と回答。地域で

は『石狩地域』が、業種では『レジャー関連業（旅館・ホテル、飲食店、娯楽サービス

業）』がそれぞれ８割を超えた。

具体的な期待する項目では、「経済効果の波及」を企業の７２．６％が回答。次いで「観光

客の増加」（６４．６％）、「北海道の国際的知名度・イメージの向上」（５６．２％）、「ホテル・商

業施設の整備など民間投資の拡大」（５０．３％）と続く。

不安に関する項目では、「開催後の施設維持費等財政負担増」を企業の４６．２％が回答、

次いで「開催地周辺での交通渋滞」（３７．２％）、「開催後の景気減速」（３３．７％）と続く。

３．企業の４１．５％が冬季五輪の北海道での開催は、自社の業績に「プラスの影響がある」、

「ややプラスの影響がある」と認識。地域では、札幌市を含む『石狩地域』が５９．９％と

突出して高く、『上川・留萌地域』も４８．９％と５割近い。

また、業種では、『レジャー関連業（旅館・ホテル、飲食店、娯楽サービス業）』が

６７．６％と高く、次いで『旅客運送業』（同５６．４％）、『卸売業』（同５１．５％）、『不動産業』（同

４５．５％）、『飲食料品製造業』（同４３．８％）が上位となり、いずれも４割を超えた。

４．冬季五輪の北海道での開催に向けた自社の設備投資や新事業展開、新製品開発、人員増

強などについては、その「可能性がない」、「あまり可能性はない」を合わせて６７．５％

と、投資等に消極的な回答。

他方、「可能性がある」、「やや可能性がある」とした企業は、合せて１５．２％にとどまっ

たが、『レジャー関連業（旅館・ホテル、飲食店、娯楽サービス業）』では、４２．８％と大

きく平均を上回り、新たな事業展開等への期待の高さが伺える。

５．企業の７５．６％が北海道の経済成長のために冬季五輪の北海道での開催は「有効」と回

答。特に地域別には『石狩地域』、業種別には『小売業』、『不動産業』、『レジャー関連

業（旅館・ホテル、飲食店、娯楽サービス業）』、『建設・設備工事業』で、経済成長に

対して五輪開催を積極的に評価。

６．開催地としては、企業の８割が『札幌市』と回答。以下、旭川市（３０．３％）、ニセコエ

リア〔ニセコ町・倶知安町・蘭越町の合計〕（２２．７％）、帯広市（２０．６％）、苫小牧市

（１４．９％）、富良野市（１４．３％）、釧路市（７．６％）、北見市（５．４％）、小樽市（５．３％）、

函館市（２．９％）と続く。

一方、自由意見では、「全道への経済波及を期待するには『札幌オリンピック』ではな

く『北海道オリンピック』とし、全道各地で競技を開催する必要がある。」など、札幌

以外での開催や各地分散型で開催すべきといった意見も多く見られた。
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特別調査

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年７月号
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石狩 空知 後志 渡島・檜山 胆振・日高 上川・留萌 宗谷 オホーツク 十勝 釧路・根室 不明

地 域 合計 石狩 空知 後志 渡島・檜山 胆振・日高 上川・留萌 宗谷 オホーツク 十勝 釧路・根室 不明
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割 合 １００％ １８．３％ ７．９％ ５．８％ ９．０％ １１．９％ １２．８％ ３．０％ ８．６％ ９．５％ ９．０％ ４．３％

業種
所在地

農林水産
建設設備
工事業

不動産
食料品
製造業

その他
製造業

卸売業 小売業
旅客
運送業

貨物
運送業

レジャー
関連業

サービス
業

その他 無回答 標本数

全体
６３ ３３０ ３３ １１２ ２３１ １３０ １６４ ５５ １３７ １０５ ２４７ ４ １０１，５５０

４．１％２１．３％ ２．１％ ７．２％１４．９％ ８．４％１０．６％ ３．５％ ８．８％ ６．８％１５．９％ ０．３％ ０．６％ １００％

石狩
４ ４１ １７ ４ １５ ４０ ３７ ３ ４ ３６ ８８ ０ ３ ２８４

１．４％１４．４％ ６．０％ １．４％ ５．３％１４．１％１３．０％ １．１％ １．４％１２．７％３１．０％ ０．０％ １．１％ １００％

空知
２ ２７ ２ ９ ３２ ８ １３ ４ １２ ７ ９ １ １ １２３

１．６％２２．０％ １．６％ ７．３％２６．０％ ６．５％１０．６％ ３．３％ ９．８％ ５．７％ ７．３％ ０．８％ ０．８％ １００％

後志
６ １４ １ ２１ １７ ３ ７ ２ ８ ４ １０ ０ ０ ９０

６．７％１５．６％ １．１％２３．３％１８．９％ ３．３％ ７．８％ ２．２％ ８．９％ ４．４％１１．１％ ０．０％ ０．０％ １００％

渡島・檜山
３ ３２ ０ １６ ２３ １３ １５ １２ １４ ７ ９ ０ ０ １３９

２．２％２３．０％ ０．０％１１．５％１６．５％ ９．４％１０．８％ ８．６％１０．１％ ５．０％ ６．５％ ０．０％ ０．０％ １００％

胆振・日高
５ ４７ ２ １１ ３４ １１ １５ ５ １９ ９ ３３ ０ １ １８４

２．７％２５．５％ １．１％ ６．０％１８．５％ ６．０％ ８．２％ ２．７％１０．３％ ４．９％１７．９％ ０．０％ ０．５％ １００％

上川・留萌
６ ５０ ３ ９ ３０ ２３ １９ ７ １７ ９ ３３ ０ １ １９８

３．０％２５．３％ １．５％ ４．５％１５．２％１１．６％ ９．６％ ３．５％ ８．６％ ４．５％１６．７％ ０．０％ ０．５％ １００％

宗谷
７ １５ １ ５ ３ ２ １ ３ ４ ３ ４ ０ ０ ４６

１５．２％３２．６％ ２．２％１０．９％ ６．５％ ４．３％ ２．２％ ６．５％ ８．７％ ６．５％ ８．７％ ０．０％ ０．０％ １００％

オホーツク
６ ３５ ３ ６ ２８ ９ １０ ４ １６ ８ １６ ０ １ １３３

４．５％２６．３％ ２．３％ ４．５％２１．１％ ６．８％ ７．５％ ３．０％１２．０％ ６．０％１２．０％ ０．０％ ０．８％ １００％

十勝
７ ３１ １ １２ １７ １４ ２１ ６ ２０ ７ ２０ ２ ０ １４８

４．７％２０．９％ ０．７％ ８．１％１１．５％ ９．５％１４．２％ ４．１％１３．５％ ４．７％１３．５％ １．４％ ０．０％ １００％

釧路・根室
１２ ２６ １ １７ ２２ ３ １６ ６ １３ １０ １８ １ ０ １３９

８．６％１８．７％ ０．７％１２．２％１５．８％ ２．２％１１．５％ ４．３％ ９．４％ ７．２％１２．９％ ０．７％ ０．０％ １００％

不明
５ １２ ２ ２ １０ ４ １０ ３ １０ ５ ７ ０ ３ ６６

７．６％１８．２％ ３．０％ ３．０％１５．２％ ６．１％１５．２％ ４．５％１５．２％ ７．６％１０．６％ ０．０％ ４．５％ １００％

注）上段：回答企業数、下段：回答割合
レジャー関連業は、旅館・ホテル、飲食店、娯楽サービス業。

３．調査結果

（１）回答企業の所在地と業種

①所在地

②業種

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１６／本文　※柱に注意！／０００～０００　特別調査  2014.06.12 11.34.26  Page 6 



特別調査

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年７月号

0% 20% 40% 60% 80% 100%

45.2%45.2% 35.5%35.5% 10.8%10.8% 3.9%3.9%

1.9%1.9%1.9%

2.3%2.3%2.3%

景気浮揚に
寄与する

あまり
景気浮揚には
寄与しない

景気浮揚には
寄与しない

わからないやや
景気浮揚に
寄与する

どちらとも
いえない

図表１ 冬季五輪開催による道内景気への影響

（２）各設問への回答結果

①冬季五輪開催による道内景気への影響

冬季五輪開催による道内景気への影響について、「景気浮揚に寄与する」と「やや景気浮揚に

寄与する」を合わせて８割以上の企業が道内景気への好影響があると考えている。

地域別では、好影響があるとする企業は、『石狩地域』の企業が８６％と他地域より高いほか、

他地域も８割程度となっており、全道で多くの企業が冬季五輪開催による景気浮揚に期待を示し

ている。

業種別では、好影響があるとする回答は、『不動産業』、『レジャー関連業（旅館・ホテル、飲

食店、娯楽サービス業）』、『卸・小売業』、『建設・設備工事業』、『飲食料品製造業』、『サービス

業』などで高くなっており、全て８割を超えている。

②冬季五輪開催への期待と不安

「期待の方が大きい」と回答した企業が７２．８％、「不安の方が大きい」と回答した企業が６．５％

であった。

地域別では、札幌市を含む『石狩地域』の企業は、「期待の方が大きい」と回答した企業が８

割を超えている。

業種別では、「期待の方が大きい」とする回答は、『レジャー関連業（旅館・ホテル、飲食店、

娯楽サービス業）』が最も高く８割を超え、次いで『不動産業』、『小売業』、『卸売業』、『建設・

設備工事業』の順となっている。

一方、『貨物運送・倉庫業』では、「期待の方が大きい」とする回答が６３．５％と他産業に比較す

るとやや低めで、１割の企業が「不安の方が大きい」と回答している。

冬季五輪開催に対する期待や不安の具体的な内容は、期待に関する項目では、「経済効果の波

及」が最も多く、全体の７２．６％に当たる１，１２６社が回答、次いで「観光客の増加」（６４．６％／１，００２

社）、「北海道の国際的知名度・イメージの向上」（５６．２％／８７１社）、「ホテル・商業施設の整備な

ど民間投資の拡大」（５０．３％／７８０社）と続く。

一方、不安に関する項目で最も回答が多いのは「開催後の施設維持費等財政負担増」で、全体

の４６．２％に当たる７１６社が回答、次いで「開催地周辺での交通渋滞」（３７．２％／５７６社）、「開催後の

景気減速」（３３．７％／５２３社）と続く。

全体としては、期待に関する項目への回答の方が多い。
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特別調査

― ８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年７月号

0% 20% 40% 60% 80% 100%

72.8%72.8%72.8% 20.3%20.3% 6.5%6.5%6.5%

期待の方が大きい どちらともいえない 不安の方が大きい

図表２ 冬季五輪開催への期待と不安

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

72.6%72.6%

39.4%39.4%

50.3%50.3%

35.5%35.5%

49.9%49.9%

30.8%30.8%

56.2%56.2%

64.6%64.6%

31.2%31.2%

28.7%28.7%

1.8%1.8%

18.0%18.0%

15.9%15.9%

37.2%37.2%

9.3%9.3%

15.7%15.7%

30.7%30.7%

8.6%8.6%

15.7%15.7%

33.7%33.7%

46.2%46.2%

2.3%2.3%

経済効果の波及

観光客の増加

北海道の国際的知名度‥

ホテル・商業施設の整備‥

交通インフラ整備の加速化

各種産業の活性化

ウィンタースポーツ‥

開催前の合宿のための‥

開催地の都市機能の向上

観戦者の開催地以外‥

その他期待すること

開催後の施設維持費等‥

開催地周辺での交通渋滞

開催後の景気減速

建設資材の高騰、建設‥

自然環境の破壊

治安の悪化

人材確保が難しくなる

開催地周辺以外での‥

混雑、滞在費高騰による‥

開催地周辺以外の‥

その他不安に感じること

期　待
不　安

N=1,550

図表３ 冬季五輪開催への期待や不安の具体的な内容〔複数回答〕
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特別調査

― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年７月号

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11.0%11.0%11.0% 30.5%30.5% 43.3%43.3% 10.6%10.6%10.6%

2.1%2.1%2.1%

2.0%2.0%2.0%

プラスの
影響がある

ややマイナスの
影響がある

マイナスの
影響がある

わからないやや
プラスの
影響がある

特に
影響はない

図表４ 冬季五輪開催による自社の業績への影響

③冬季五輪開催による自社の業績への影響

冬季五輪が開催による自社の業績への影響は、「特に影響はない」が４３．３％で最も高い。他

方、「プラスの影響がある」、「ややプラスの影響がある」とした企業も合せて４１．５％となり、全

体の４割の企業が自社業績に好影響と見込んでいることが明らかとなった。

地域別では、札幌市を含む『石狩地域』の企業は、「プラスの影響がある」、「ややプラスの影

響がある」とする回答を合せて５９．９％となり、他地域に比較し突出し、次いで『上川・留萌地

域』の４８．９％と続く。

業種別では、自社業績に好影響と見込む企業の割合が最も高いのは『レジャー関連業（旅館・

ホテル、飲食店、娯楽サービス業）』で、「プラスの影響がある」、「ややプラスの影響がある」と

する回答を合せて６７．６％となり、期待の高さが伺える。次いで『旅客運送業』（同５６．４％）、『卸売

業』（同５１．５％）、『不動産業』（同４５．５％）、『飲食料品製造業』（同４３．８％）が上位となり、いずれも

４割を超えた。

④冬季五輪開催に向けた投資等の可能性

冬季五輪が開催されることになった場合、それに向けての設備投資や新事業展開、新製品開

発、人員増強などの可能性では、「可能性はない」が４５．９％で最も高く、「あまり可能性はない」

を合わせると、全体の６７．５％が投資等に消極的な回答であった。

他方、「可能性がある」、「やや可能性がある」とした企業は、合せて１５．２％にとどまった。

地域別では、札幌市を含む『石狩地域』の企業は、「可能性がある」、「やや可能性がある」と

する回答を合せて２７．１％となり、他地域に比較し突出している。

業種別では、投資等の可能性があると見込む企業の割合が最も高いのは『レジャー関連業（旅

館・ホテル、飲食店、娯楽サービス業）』で、「可能性がある」、「やや可能性がある」とする回答

を合せて４２．８％と大きく平均を上回り、新たな事業展開等への期待の高さが伺える。次いで『飲

食料品製造業』（同１８．８％）、『建設・設備工事業』（同１７．６％）、『旅客運送業』（同１６．４％）、『サービ

ス業』（同１６．２％）が続く。
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特別調査

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年７月号

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5.5%5.5%5.5% 9.7%9.7% 9.5%9.5% 45.9%45.9%45.9%21.6%21.6% 7.5%7.5%7.5%

可能性が
ある

あまり
可能性は
ない

可能性は
ない

わからないやや
可能性が
ある

どちらとも
言えない

図表５ 冬季五輪開催に向けた投資等の可能性

0% 20% 40% 60% 80% 100%

75.6%75.6%75.6% 8.4%8.4% 15.2%15.2%15.2%

有効だと思う 有効だとは思わない わからない

図表６ 冬季五輪開催の北海道の経済成長への有効性

⑤北海道の経済成長のための、冬季五輪開催の有効性

北海道の経済成長のための、冬季五輪開催の有効性では、「有効だと思う」と回答した企業が

７５．６％となった。他方、「有効だとは思わない」は８．４％と１割弱にとどまった。

地域別では、「有効だと思う」と回答した企業の割合が最も高いのは、札幌市を含む『石狩地

域』で、８２．０％と８割以上の企業が「有効だと思う」と回答している。一方、「有効だと思う」

と回答した割合が最も低いのは『宗谷地域』（６９．６％）で、それでも７割近い企業が「有効だと思

う」と回答しており、全道の企業が北海道の経済成長において冬季五輪の北海道での開催を積極

的に評価している様子が伺える。

業種別では、「有効だと思う」と回答した企業の最も高いのは『小売業』（８６．０％）で、次いで

『不動産業』（８４．８％）、『レジャー関連業（旅館・ホテル、飲食店、娯楽サービス業）』（８１．９％）、

『建設・設備工事業』（８０．３％）が続く。

⑥冬季五輪開催地として挙げられた市町村

北海道で冬季五輪が開催される際、開催地として適当な市町村名及びそこで開催する競技を複

数回答で尋ねたところ、１，２４９社から５７市町村の名前が挙げられた。

具体的な市町村名で最も多く挙げられたのは『札幌市』の９９６件で、回答企業の約８割が名前

を挙げ、他の市町村に比較し突出している。以下、上位に名前の挙げられた市町村は、旭川市

（３７９件／３０．３％）、ニセコエリア〔ニセコ町・倶知安町・蘭越町の合計〕（２８４件／２２．７％）、帯広

市（２５７件／２０．６％）、苫小牧市（１８６件／１４．９％）、富良野市（１７９件／１４．３％）、釧路市（９５件／

７．６％）、北見市（６８件／５．４％）、小樽市（６６件／５．３％）、函館市（３６件／２．９％）の順となって

いる。
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996（79.7%）

379（30.3%）379（30.3%）

284（22.7%）

257（20.6%）

186（14.9%）186（14.9%）

179（14.3%）179（14.3%）

95（7.6%）

68（5.4%）

66（5.3%） N = 1,249

36（2.9%）

札幌市

旭川市

ニセコエリア

帯広市

苫小牧市

富良野市

釧路市

北見市

小樽市

函館市

図表７ 冬季五輪の開催地として挙げられた市町村（上位１０市町村）〔複数回答〕

注）ニセコエリアは、「ニセコ町」、「倶知安町」、「蘭越町」と回答した件数の合計

市町村名 回答のあった主な競技
札 幌 市 全競技

アルペンスキー、スノーボード、モーグル、クロスカントリー、ジャンプ、バイアスロン、ボブ
スレー、リュージュ、スケルトン、スピードスケート、フィギュアスケート、アイスホッケー、
カーリング

旭 川 市 全競技
アルペンスキー、スノーボード、モーグル、クロスカントリー、ジャンプ、バイアスロン、ボブ
スレー、リュージュ、スケルトン、スピードスケート、フィギュアスケート、アイスホッケー、
カーリング

ニ セ コ
エ リ ア

アルペンスキー、スノーボード、モーグル、クロスカントリー、ジャンプ

帯 広 市 スピードスケート、フィギュアスケート、アイスホッケー、カーリング
クロスカントリー、バイアスロン

苫小牧市 アイスホッケー、スピードスケート、フィギュアスケート、カーリング
富良野市 アルペンスキー、スノーボード、モーグル、クロスカントリー、ボブスレー、リュージュ
釧 路 市 アイスホッケー、スピードスケート、フィギュアスケート、カーリング
北 見 市 カーリング
小 樽 市 アルペンスキー、スノーボード、モーグル、ジャンプ、ボブスレー、リュージュ
函 館 市 フィギュアスケート、スピードスケート、アイスホッケー、クロスカントリー

図表８ 開催地として挙げられた上位１０市町村で開催が想定される競技

開催地として名前の挙げられた上位１０市町村において、開催が想定される競技の主な回答結果

は、以下のとおりである。

『札幌市』、『旭川市』の回答では、それぞれ「メイン開催都市として全競技を開催する」とい

う意見が多くみられた。

『ニセコエリア』、『富良野市』、『小樽市』では、スキーを中心とした競技、『帯広市』、『苫小

牧市』、『釧路市』、『函館市』では、スケートを中心とした競技が、多く挙げられた。

また、『北見市』では、北見市常呂町がカーリングの町として知られることから、ほとんどが

「カーリング」のみの回答となっている。
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（３）まとめ

冬季オリンピック・パラリンピックの北海道での開催に対しては、期待する声が多い。企業活

動においては、冬季五輪の北海道での開催が道内経済の先行きや自社の業績に良い影響を与える

との認識が示された。実際、企業の８割以上が道内景気に好影響があると考えており、このよう

な認識は地域や業種にかかわらず７割を超え、最も回答割合の高かった石狩地域（８６．０％）及び

卸売業（８４．６％）とも大きな違いはない。

また、多くの企業が経済効果の波及や観光客の増加に期待を示しており、自社業績について

も、石狩地域や上川・留萌地域で好影響と考える企業が多く、レジャー関連業（旅館・ホテル、

飲食店、娯楽サービス業）、旅客運送業で冬季五輪への期待が高い。地域や業種により業績への

影響に差異はみられるものの、全体では４割の企業が自社業績にプラスの効果をもたらすと見込

んでいる。

冬季五輪の開催に向けた投資等の可能性については、全体の６７．５％の企業が消極的な回答で

あったが、レジャー関連業（旅館・ホテル、飲食店、娯楽サービス業）では４割の企業が投資等

の可能性を示している。

冬季五輪の北海道での開催が道内の経済成長に有効なイベントだと考えている企業は、４社中

３社に達する。特に、「停滞する道内経済に活性化を促したい。」（函館市／飲食業）とあるよう

に、アベノミクス効果による経済成長のきざしがあまり実感できない北海道において、冬季五輪

の北海道開催という目標は、これからの北海道経済にとって新たな起爆剤となる存在といえよ

う。

開催地については、多くの企業が「札幌市」を挙げているものの、「全道への経済波及を期待

するには『札幌オリンピック』ではなく『北海道オリンピック』とし、全道各地で競技を開催す

る必要がある。」など、札幌以外での開催や各地分散型で開催すべきといった意見も多く見られ

た。また、期待する声が多い中で、競技場の新設や改修費用負担、開催後の景気減速や施設維持

費等に係る財政負担増等への懸念から開催反対を唱える声もあった。

冬季五輪の招致に当たっては、こうした懸念を踏まえ、開催による効果が全道に波及するよう

な戦略や既存インフラの活用を視野に入れたインフラ整備のあり方、冬季五輪終了後の持続的な

経済成長に向けたビジョンなど、ハード・ソフト両面からの青写真を具体的に描き、幅広い道民

の共感を得ることが、道内経済を一段と活性化させることにつながると思われる。

《資料》

１．冬季五輪開催による自社の業績への影響に関する意見

（回答企業業種／所在エリア）

＜プラスの影響＞

・観光客の増加にともない、土産品としての自社商品の売上向上が見込まれる。（農林水産業

／石狩）

・新幹線の工事が早期発注になったり、競技会場の建設や周辺整備の工事等の発注があると
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思われる。（建設・設備工事業／後志）

・開催後の選手村等施設売却等で、過去にも不動産市場が活性化された記憶がある。（不動産

業／石狩）

・観光客、観戦者等の来道により、一時的でも、消費は確実に伸びると思う。（飲食料品製造

業／渡島）

・建設資材の需要増加につながり、売上増が期待できる。（建設資材製造業／胆振）

・競技施設、関連施設の建設にともない、需要増が見込まれる。（鉄鋼・非鉄・金属製品製造

業／上川）

・食品他消費財の消費が増え、段ボール他の梱包材の需要が増加すると考える。（紙・紙加工

品製造業／上川）

・経済効果が高く、北海道全体でこのチャンスを生かせれば成長につながると思う。（その他

製造業／渡島）

・冬の生活、スポーツ、サービス等の向上に資する商品・技術開発が想定される。冬の文化

の世界的な融合につながる。（繊維・衣服等卸売業／石狩）

・旅客・物資輸送増により車両需要が見込まれる。（自動車・同部品小売業／石狩）

・多くの観戦者が来道することにより、開催地以外へ観光客を誘致できる可能性がある。（旅

客輸送業／釧路）

・機材、資材等の運搬で需要が増えると思う。（貨物運送業／胆振）

・ウィンタースポーツ人口が増えることによって、来道観光客等の増加が見込める。（旅館・

ホテル業／石狩）

・まだ北海道に来たことのない人を呼ぶきっかけになる。一度来れば、北海道の魅力に気づ

いてもらえるはず。そんなポテンシャルを北海道は持っていると思う。（飲食業／石狩）

・情報通信インフラの整備が進み商機が期待される。（放送・通信業／石狩）

・インフラ整備にともない、LAN環境等の需要が見込まれる。（情報サービス業／石狩）

・競技場及び周辺施設の建設により、建設機械のリース需要の増加を見込める。（建設機械

リース業／胆振）

・開催場所における群集整理や治安維持に対する警備需要の増加。インフラ整備に伴う交通

誘導需要の増加が見込まれる。（警備業／石狩）

・新聞や書籍等での特集、その他広告関連業務の増加が見込まれる。（広告業／石狩）

・公共投資及び民間での発注が増えることを期待。（建設コンサルタント／石狩）

・ホテル等の宿泊客数の増加による業務の需要増が見込める。（リネンサプライ業／上川）

＜マイナスの影響＞

・開催地以外の地方都市では、人材不足や建設資材の高騰によりマイナスの影響が出ると考

えられる。（建設・設備工事業／根室）

・札幌周辺のインフラ整備が先行され、高速道路など地方のインフラ整備が遅れる。（建設・
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設備工事業／オホーツク）

・冬期の除排雪の遅れ、交通渋滞により物流に影響が出る。（木材・木製品、窯業・土石製品

製造業／後志）

・五輪関連特需の為に当社で必要とする資材の確保に影響が出るのではないか。（その他製造

業／空知）

・開催地周辺以外では、一般観光客の減少及び開催地へ人が移動し、消費はマイナスにな

る。（旅客運送業／釧路）

・道路の交通規制、渋滞等により、トラックでの輸送業務に不安がある。（貨物運送業／十勝）

・観戦者が地元から開催地へ行くことで、地元での消費が減少すると思う。（飲食業／釧路）

２．冬季五輪開催に向けた投資等の可能性に関する意見

（回答企業業種／所在エリア）

＜可能性がある＞

・外食事業等へ新事業進出。（農林水産業／石狩）

・ビジネスチャンスととらえ、何らかの新規事業を展開したい。（建設・設備工事業／十勝）

・オリンピック関連商品の開発。（飲食料品製造業／渡島）

・新事業展開等、可能性がある。（木材・木製品、窯業・土石製品製造業／胆振）

・新製品の開発。（鉄鋼・非鉄・金属製品製造業／上川）

・新製品・技術の開発、国際的なマーケットへの販売展開、新事業への進出等。（繊維・衣服

等卸売業／石狩）

・新製品開発、外国語対応の強化。（飲食料品小売業／後志）

・観光客の増加が見込まれるので車両の更新を図り、全体的に車両の質の向上を図り需要を

取込みたい。（旅客運送業／釧路）

・輸送量の増加にともなう、車輌・トレーラーの増車・入替を検討したい。（貨物運送業／空

知）

・国際化に対応する人材育成、登用。（旅館・ホテル業／石狩）

・より北海道をアピールできる店舗展開や農作物の発掘、及び、それによる雇用の増大。（飲

食業／石狩）

・自社施設が試合会場になった場合、グッズ飲食等の新商品を展開する可能性がある。（娯楽

サービス業／石狩）

・レンタル・リース事業などで人手不足となることから、人員増強を図る。（リース業／上

川）

・社員教育等、資格者の養成に力を入れる。（警備業／石狩）

・人員不足となることが予想されるため、人員増強を考える。（職業紹介・労働者派遣業／石

狩）
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＜可能性がない＞

・オリンピック、パラリンピックに関連した業種ではない。（ほとんどの業種、地域で同様の

回答有）

・開催都市から離れているため、影響は及ばない。（ほとんどの業種、札幌以外の地域で同様

の回答有）

・一過性の工事に対しての、投資・事業展開・人員増強等、現段階では考えられない。（建

設・設備工事業／胆振）

・自社地域において、オリンピック開催の影響はないと思われる。（建設・設備工事業／檜山）

・一時的なイベントのために、開催後の落ち込みを考慮すると投資はしないと思う。（飲食料

品製造業／後志）

・全道的な波及効果はあると思うが、地方企業まで波は届かないと思う。（その他製造業／上

川）

・開催するとしても２０３０年以降と思われ、オリンピック開催のメリットは推測出来ない。（飲

食料品卸売業／渡島）

・開催後を考えると大きな投資は出来ない。（機械・器具卸売業／渡島）

・一時的な受注のための投資は難しい。（旅客運送業／オホーツク）

・運転手の人手不足などで設備投資は出来ない。（貨物運送業／釧路）

・継続性がないので、投資しても維持が難しい。今ある内容で受け入れた方が良い。（旅館・

ホテル業／十勝）

・オホーツク地域で開催されるとは思えない。また、オリンピック・パラリンピックは期間

限定なので、そのために新たに取組むよりも、通常のお客様を大切にしたいと思う。（飲食

業／オホーツク）

・景気上昇効果に期待するが、人手不足の影響が心配である。（メンテナンス・警備業／オ

ホーツク）

・現要員で対応可能と考えており、開催後の受注減を考えると人員増強は行なわない考えで

ある。（専門・技術サービス業／石狩）

３．自由意見

（回答企業業種／所在エリア）

＜開催に賛成の意見＞

・是非、北海道で開催して欲しい。北海道ブランドのイメージ強化に繋がり、観光客が増加

し、経済効果が生まれる。（娯楽サービス業／石狩）

・停滞する道内経済に活性化を促したい。（飲食業／渡島）

・経済効果だけでなく北海道の魅力（食、治安等）を世界中にアピール出来る。（紙加工品製

造業／後志）

・インフラ整備や終了後の施設維持費など、開催地自治体の負担は大きくなるが、北海道全
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体としての経済の活性化には寄与されるので、ぜひ誘致活動をしていただきたいと思う。

（建設・設備工事業／渡島）

・経済、教育、文化、スポーツ、福祉等の各分野に活力を与え、道民生活のレベル向上につ

ながり大歓迎すべき祭典と考える。（木材・木製品、窯業・土石製品製造業／胆振）

・札幌冬季オリンピック開催後、札幌は国際的に知名度が上がり、雪まつりと相まって観光

都市化したと思う。住みやすく、安全安心な食文化の北海道をもっとアピールするには、

冬季オリンピックの開催は最良の手段だと思う。（建設・設備工事業／上川）

・冬季五輪の開催により道路や鉄道（新幹線）の増強・整備がすすむことを期待している。

（旅館・ホテル業／オホーツク）

・世界の人々に北海道をよりよく認知してもらう絶好の機会だと思う。活性化にもつながっ

て欲しい。（その他卸売業／十勝）

・冬季オリンピックと合わせて、雪まつりや各種冬のイベントが道内各地で開催されること

で、経済効果があると思う。（農林水産業／釧路）

＜開催地に関する意見＞

・現状で、開催することが可能な市町村は札幌市以外には考えにくい。例え札幌市で開催す

るとしても、交通インフラ整備の強化や施設の増強、イメージ向上等、課題は多い。これ

らの課題を解決する力が存在すれば、開催地として立候補すべきではないかと思う。（飲食

料品小売業／オホーツク）

・交通インフラ、現有設備の利用、宿泊施設等々考えると札幌圏で実施するしかないであろ

う。（建設・設備工事業／オホーツク）

・北海道新幹線の札幌延伸などアクセスに関しては充実が図られ、また新千歳空港の機能か

ら開催地としては札幌及び近郊の市町村が最も有効的と考える。（職業紹介・労働者派遣業

／石狩）

・札幌は一度開催しているので、もし開催するなら別の地域が良い。札幌だけ発展してその

他の地域が発展しなければ、北海道全体で何もプラスにならない。（貨物運送業／十勝）

・開催地は交通、宿泊、インフラ等において札幌市周辺が適当と思われるが、近郊都市に分

散することも必要。ポイントは道民の意識で、官・民一体の取組が北海道経済の発展につ

ながると思う。（機械器具小売業／後志）

・札幌以外での開催に意義がある。道内各市での開催により、インフラ等が整備される。札

幌一極集中の北海道から脱却出来る「トビラ」としてオリンピックに期待する。（飲食料品

製造業／釧路）

・全道への経済波及を期待するには「札幌オリンピック」ではなく「北海道オリンピック」

とし、全道各地で競技を開催する必要がある。札幌近郊でコンパクトに開催するというこ

とでは、全道への経済波及効果は得られず、また全道民からの理解・機運醸成にも繋がら

ない。（電気・ガス・水道・熱供給業／石狩）
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・札幌オリンピックではなく、北海道オリンピックとすべき。新幹線開業を早めて札幌・ニ

セコを軸に開催すると良い。ニセコは選手村などの施設も整っている。（娯楽サービス業／

後志）

・札幌市だけではなく、道北、道南、道東の各エリアでの開催でなければ、札幌近郊だけの

経済効果しかないように感じる。北海道全体を考えて開催を検討できれば良いと思う。（専

門・技術サービス業／オホーツク）

・競技会場は札幌市だけではなく他市町村での開催ができれば望ましい。そのための交通ア

クセスの整備や施設整備が必要だろう。（建設・設備工事業／胆振）

・旭川は、都市機能的には、充実しており天災・災害の少ない。旭川での開催を機に、今後

の北海道の第２の都市として大きく飛躍してもらいたいと思う。（医療・福祉・保健衛生業

／上川）

・札幌をメインとするのではなく、帯広・十勝を核とする全道展開が望ましい。（その他小売

業／十勝）

＜インフラ整備に関する意見＞

・旭川までの新幹線の計画が出来るような堤案をすべきと思う。（輸送用機械器具製造業／渡

島）

・北海道新幹線を新千歳空港まで延長することで、オリンピック後のウィンタースポーツで

の観光客が持続するのではないか。（その他製造業／空知）

＜財政面や開催後の景気減速、自然破壊等への懸念に関する意見＞

・オリンピック開催までの経済的効果は相当見込めると思うが、その後の反動が心配。（飲食

料品製造業／渡島）

・オリンピック終了後の施設維持、公共投資削減等が心配。（建材・家具、窯業・土石製品卸

売業／胆振）

・施設を新たに作った場合、その後の維持費の負担が大きいため、できるだけ現在の施設を

利用して開催すべき。（その他卸売業／石狩）

・オリンピック開催で一時的に盛り上がることは間違いなく良いとは思うが、終わった後ど

のように成長を維持するかが課題。（飲食料品製造業／宗谷）

・競技場の新設、改装等に多大な費用をかけ、大会終了後の設備維持等をしっかり考える事

が大切。短期間の経済波及効果のみ期待しても、結局は後悔する事になると考える。（その

他サービス業／石狩）

・北海道での開催は、北海道全体の活性化に繋がると思う。今有る施設を再利用、建て替え

であればよいが、山を切り崩す等多くの北海道の自然が破壊されないことを願う。（自動

車・同部品小売業／石狩）
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＜開催に反対の意見＞

・道の財政がきびしいなかで開催地は札幌になるだろうから、地方の経済効果は期待出来な

い。開催後の財政負担が増すのではないか。オリンピックより、これからの北海道の進む

道を考えた方が良い。（輸送用機械器具製造業／オホーツク）

・財政負担により、経済効果より道財政がもっと悪くなり、道民の負担が多くなる。（繊維製

品製造業／渡島）

・前回の札幌オリンピックの時と違い、競技数が大幅に増加しており、競技施設を増やさな

ければならない。既存の施設も、大倉山のジャンプ台以外は新設の必要があり、設備投資

にお金がかかる。（電気機械器具製造業／石狩）

・一時的には経済効果はあるが、永続的な効果はないと思う。かえって借金（財政）が多く

なり、市民に負担となる。（その他サービス業／石狩）

・自治体の財政が厳しい中、巨額の費用を掛けて開催する意義はない。（農業／空知）

・地元で開催されることは、とても楽しいことではあるが、インフラ整備に必要な予算をど

のように調達するのかを考えると、楽しんでばかりではいられないと思う。特にイベント

は一過性のものなので、開催後のギャップを埋めるのも大変なことだと思う。（飲食料品製

造業／後志）

・札幌の一極集中が進むだけ。開催後の財政負担が厳しくなると思う。（輸送用機械器具製造

業／オホーツク）
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北海道産の食材は、品質・鮮度に優れ、タイを始めASEANでも人気が高いのですが、残念ながら、
「北海道食材＝水産物」としか思っていないタイ人は多く、農産物（野菜、お米、果物）を取扱ってい
るレストランや小売店は決して多くありません。
また、ASEANは６億人という巨大市場です。その巨大市場ではイスラム教徒が４割を占めており、

今後、ASEANへの道産食材の販路拡大を図るためには、水産物に加え、農産物のイスラム圏（ハラー
ル市場）への売込みが重要です。今回は、ハラール市場への積極的な売込みを図る、タイに進出してい
る日系食品メーカーの動きを報告します。
ハラール市場に食品を輸出するには、「ハラール証明」、すなわち「イスラム法の定める適正な方法で

処理加工された食品である」との認定機関による証明（ハラール認証）の表示が必要です。また、国に
よっては、製品自体のみならず、原料保管、製造工程、包装、運搬、流通など全てにわたりハラール性
を求められるなど、ひと口に「ハラール」と言っても国ごとに差異があります。
日本にもハラールの認証団体がありますが、日本でハラール認証を取得しても、戒律に厳しいマレー

シア市場では、ハラール食品と認定されず、再度マレーシア国内のハラール基準に基づき、認証を再取
得せざるを得なかった事例もあります。
このようなことから、タイに進出している日系大手食品加工業者で組成されている「盤谷日本人商工

会議所」の「農水食品部会」では、ハラール認証およびイスラム教徒への食品販売に係る勉強会を開催
し、ハラール食品の加工・販売などへの対応に努力しています。
また、食品製造企業のイスラム圏への積極的な販路拡大の動きに呼応し、バンコクには、ハラール認

証取得に係るコンサルタント業者もあるなど、ハラール認証関連の情報量は、日本国内に比べて豊かで
す。
タイに進出する日系食品企業の中には、２０１５年度に予定されているASEAN経済共同体の発足によ

り、地域間の関税引下げも見込める事から、タイ工場をASEAN市場の拠点工場と位置づけ、イスラム
圏への積極的な製品販売に動き始めている企業も出てきています。
ある日系大手菓子メーカーは、原材料、菓子の包装、生産設備の全てにおいてハラールに適合した製

品をタイで生産し、イスラム圏のインドネシア、マレーシアに輸出しています。別の日系食品メーカー
では、ハラール対応として、加工設備の殺菌にハラールで禁止されているアルコールを使わず、エタ
ノール製の殺菌剤で殺菌しています。
また、食品メーカーに限らず、日系大手物流会社には、顧客から「梱包資材及び配送用トラックが、

ハラール対応しているのか」との問い合わせが増えているとのことです。
日本国内でハラール対応の工場を建設する場合、ハラール対応済みの機械の入手が困難であるため、

設備投資のコストが割高になります。一方タイでは、ハラール対応の機械設備は豊富なことから、建設
費用のコストダウンを図ることが出来るため、生産拠点をタイにシフトさせているケースもあります。
「チャイナ・プラス・ワン」に象徴されるように、「６億人のASEAN市場」、あるいは、「ASEAN全

体をカバーできる拠点としてのタイ」のような記事をよく目にします。しかし、ハラール認証に見られ
るように６億人市場は決して単一ではなく、国ごとに異なる対応が求められます。さらに対応力を高め
るためには、生産拠点を日本に置くよりも、タイに置いたほうが、効果的かつスピードに優れると考え
られます。
タイ現地での企業や市場の動向などの情報については、バンコク駐在員事務所および提携先であるバ

ンコック銀行をぜひご活用下さい。

アジアニュース

タイを通じたハラール市場への
アプローチ

北洋銀行国際部 調査役
（バンコック銀行派遣）

田矢 良平
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前月号で、中国とサハリンの水産品事情をお届けしましたが、今月はASEAN地域にあるタイ・バン

コクとシンガポールについて特集します。

【バンコク】

タイの水産統計情報センターによると、２０１１年の漁獲量（養殖を含む）は約３００万トンで、そのうち

１０万トン以上の漁獲量があるのは、屋台でよく売られているグルクマ（見た目はアジだがサバ科の

魚）、ナンプラー（タイで代表的な調味料）の原料となるカタクチイワシ、バナメイエビ、ナマズなど

です。また水産関連品を含めた輸出量約１９７万トンに対して、輸入量は約１６７万トンで、インドネシア、

台湾、アメリカ、中国のほか、日本からも約１０万トン輸入されています。

タイの人々は、多くが週１回以上夕食時に「外食」しており、宅配を含めた「中食」（調理済み食品を

家庭で消費）も多く、自宅で調理する「内食」は少ない傾向にあります。

バンコクでは、百貨店やスーパーマーケット、さらには市場で、数多くの魚介類が販売されていま

す。現地資本の高級百貨店では、地元で捕れる新鮮な魚をはじめ、輸入鮮魚や冷凍、加工品などあらゆ

る種類の魚介類があります。価格は、イクラ（日本産）が５０gで約７８０円、冷凍ホタテ貝柱（アメリカ

産）２５０g約１，３００円です。一方、地元スーパーでは、グルクマが１kg約２７０円、ナイルティラピアが１kg

約３８０円のほか、主に「中食」用として、焼いたり、揚げたり、調理された魚も多く、いずれの店舗で

も、刺身用や持ち帰り寿司として、サーモンが人気です。生サーモン（ノルウエー産）は１００g約４１０円

です。

タイには２，０００店近くの日本食レストランがあり、魚介類を多く取扱う寿司、居酒屋も数多く、日系

資本の店舗では日本とほぼ同じメニューが揃っています。また、比較的リーズナブルな価格の地場系の

日本食チェーン店、高品質・高価格の日系レストランなど多様化が進んでいます。食材は、日本産のホ

タテやマグロをはじめ、サーモンや蟹など輸入品が数多く使用されています。日本の高級輸入食材を取

扱う店では、日本と比べて価格が倍以上する非常に高価な店もありますが、各飲食店が共同購入するこ

とで物流コストを削減するなどの取組みも

行われています。

日本からの水産品輸出に際しては、タイ

保健省食品医薬品局（FDA）への各種事前

手続きも必要ですが、世界各国とはもちろ

ん、日本国内産地との競争も厳しく、北海

道からの輸出の場合には、物流コストを抑

え、最終的な売価を下げることが重要なポ

イントです。

アジアニュース

アジア各国の水産品事情
（タイ・シンガポール編）

バンコクの百貨店の海鮮コーナー
数多くのサーモンが売り場を占める
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【シンガポール】

シンガポールの２０１２年の漁獲量は約５千トン（日本は４７９万トン）しかなく、サーモン・サバなど年

間１４万トンをマレーシアやノルウェーから輸入しています。

一人当たりの魚介類の年間消費量は２２kgと、日本の約半分ながら、シンガポールの代表的なローカル

フードのフィッシュ・ヘッドカレー、フィッシュボール・ヌードル、チリクラブに見られるように、魚

介類を食べる文化が根付いています。

シンガポールの人は、百貨店やスーパーマーケット、市場で魚介類を購入します。スーパーマーケッ

トや百貨店の鮮魚コーナーには、地場のサバやアイナメのほか、ノルウェー産のサーモン（冷凍切り

身、燻製含む）、日本産のホタテ（玉冷）と品揃えは豊富です。一方、地元の人々にとっては「ウエッ

ト・マーケット」（床が濡れていることから）と呼ばれる安価な魚介類が並ぶ市場も人気です。

市場では、地元で捕れた鮮魚を中心に販売しており、一匹約１６０円から約３２０円の魚が多く、スーパー

マーケット等と比較すると、価格は約半分程度となります。シンガポールでは、日本食が最も人気で、

約９００店舗の日本食レストランがあり、週に一度は日本食を食べるという消費者も増加しています。メ

ニューは、日本のレストランとほぼ変わりませんが、食材は多国籍で、マレーシアやインドネシアなど

近隣からの輸入食材が中心です。但し、日本料理店や一部のローカル店舗は、「形が大きく、味が濃い

ものを好む」シンガポール人客を取り込むため、日本産ホタテなどを利用しています。

シンガポール人の魚介類への嗜好は、日本と大差ありません。調理方法は、煮たり、焼いたりするも

のはなく、揚げるか、炒めるか、蒸すかの３種類です。

人気の刺身や寿司パックは、百貨店の主要商品で、大トロ、サーモン、うに、いくらなど築地からの

空輸品を中心に高価格のものが好まれます。中でもノルウェー産サーモンが圧倒的な人気です。栄養が

豊富で脂肪分が多く、濃厚な味が受けていることに加え、ノルウェー政府の生産者・輸出業者への支

援、海外での積極的なブランディングの成果です。

２０１２年の日本からの魚介類の輸入額は、約４６億円（シェアは６．１％。最も多いのはインドネシアの１２８

億円）に上ります。主なものはタラバガニやホタテですが、日本産

の魚介類は高品質・安心と当地でも認識されており、日本食輸入会

社やレストラン自体が積極的に輸入を行っています。価格は、中国

産の３倍、米国産の２倍と高価格です。

日本からの輸送は、「空輸」が中心で、近年、保冷施設を含め、

かなり流通システムが整って来ました。日本の魚介類は、外食産業

には必要不可欠な食材ですが、小ロットで空輸中心のため、価格が

日本国内の約２倍となり、コストダウンが普及のポイントとなって

います。

シンガポールで、北海道の魚介類をより身近なものとして、販路

を拡大するためには、中国や他の東南アジアからの魚介類との差別

化を図り、ブランド戦略を明確にし、物流コストを削減していく努

力が必要です。
シンガポールでは握り寿司が人気
価格も１貫約８０円～１２０円と手頃

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１６／本文　※柱に注意！／０２０～０２１　アジアニュース（水産）  2014.06.18 13.57.55  Page 21 



アジアニュース

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年７月号

商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４０６ ７４～１９１ ２４８ ２５１ １９９～３１０

牛乳 １リットル 現地産 ２１９～４９７
４０

（２４３ml）
１２４

２４３
（８３０ml）

１５５～２８７

じゃがいも ０．５kg 現地産 １１０～２１１ ２４～９７ １８６
９３

（アメリカ産）
７９

（中国産）

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １２６ ２５７
２７２

（１個）
８１

（１個）
１６８

（エジプト産）

小麦粉 １kg １３９ ２２６ １４２ ２０２ １２３

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９４ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ８９ １４８ ２９１ ２４６

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７８ １０５ ２３２ １２９ ４８３

ミネラルウォーター ５５０ml ２４ ２２ ２１ １２５ ４３～１０２

コーラ ３３０ml コカコーラ ３４ ３９ ４３ ８１ １０８

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２７６ ２６８ ６２０ ３８１ －

タクシー初乗り ２２７ １６２ １０８ ２７５ ４３９～５８６

ガソリン １リットル レギュラー １２２ １２３ １３０ １７８ １０２

トイレットペーパー １０巻 日本製
２１３

（現地製４巻）
４７９

４３４
（現地製）

５２７
３５１

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１０５

（現地製）
７７

（現地製）
２９４ ２５７ １６１

洗濯洗剤 １kg 日本製
２２６

（現地製）
１９３

（現地製）
３７２ ２２２ １，０２５

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １６２ ２４４ ２４８ ３２４ ５８６

電気料金 １kwh 住居用 １０ ８ ４６ ２１ ９

水道料金 １� 住居用 ３１ ５０ ３１ ９４ ９０

新聞 １部 一般紙 １６ １６ １５ ７２ ７０

バス 市内均一区間 ３２ １６～３２ ２４ ８１～１７０ ４３

地下鉄 初乗り ４８ － ６８ ８９～１９４ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ８１，３３３ ８６，０３５ ７３，３１５ ８０，１０７ ８７，８７０

基本料金／月 ７４８ ９４３ ２，４８０ ４，３９５ ４，３９５

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動８９４～２，２７７９７６～１，１３８６２０～１，３９５ ９３２ ５８６～１，１７２

現地価格調査（２０１４年６月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１４年５月３０日仲値
１中国元＝１６．２７円 １タイバーツ＝３．１０円 １シンガポールドル＝８１．０８円 １ロシアルーブル＝２．９３円

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１６／本文　※柱に注意！／０２２　　　　　アジアニュース（現地価）  2014.06.17 18.13.46  Page 22 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 r１０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ r ９８．７ ２．９ r ９９．９ △２．８ r ９８．７ △１．４

２５年１～３月 １００．３ ３．７ ９４．６ ０．５ １０１．７ ３．８ ９６．５ ３．３ １０５．７ △２．５ １０７．２ △２．９
４～６月 １００．４ ０．１ ９６．１ １．６ １００．１ △１．６ ９５．５ △１．０ １０６．９ １．１ １０７．６ ０．４
７～９月 １０１．１ ０．７ ９７．８ １．８ １０１．２ １．１ ９６．６ １．２ １０６．５ △０．４ １０７．５ △０．１
１０～１２月 １０１．９ ０．８ ９９．６ １．８ １０２．５ １．３ ９９．１ ２．６ １０７．５ ０．９ １０５．５ △１．９

２６年１～３月 r１０１．９ ０．０ r１０２．５ ２．９ r１０２．６ ０．１ r１０３．７ ４．６ r１０２．７ △４．５ r１０５．７ ０．２
２５年 ４月 ９９．９ ０．２ ９５．７ ０．６ １００．８ △０．３ ９５．７ △１．１ １０３．７ △１．９ １０７．１ △０．１

５月 １０１．１ １．２ ９７．７ ２．１ １０１．４ ０．６ ９６．４ ０．７ １０３．３ △０．４ １０７．５ ０．４
６月 １００．１ △１．０ ９５．０ △２．８ ９８．０ △３．４ ９４．５ △２．０ １０６．９ ３．５ １０７．６ ０．１
７月 １０１．０ ０．９ ９７．６ ２．７ １０１．３ ３．４ ９６．０ １．６ １０５．４ △１．４ １０８．４ ０．７
８月 １００．７ △０．３ ９７．１ △０．５ １００．５ △０．８ ９６．１ ０．１ １０６．５ １．０ １０７．６ △０．７
９月 １０１．６ ０．９ ９８．６ １．５ １０１．９ １．４ ９７．７ １．７ １０６．５ ０．０ １０７．５ △０．１
１０月 １０１．４ △０．２ ９９．２ ０．６ １００．９ △１．０ ９９．０ １．３ １０８．１ １．５ １０７．２ △０．３
１１月 １０１．８ ０．４ ９９．５ ０．３ １０３．０ ２．１ ９９．１ ０．１ １０７．４ △０．６ １０５．７ △１．４
１２月 １０２．５ ０．７ １００．０ ０．５ １０３．６ ０．６ ９９．３ ０．２ １０７．５ ０．１ １０５．５ △０．２

２６年 １月 １０３．２ ０．７ １０３．９ ３．９ １０４．３ ０．７ １０４．４ ５．１ １０６．１ △１．３ １０５．１ △０．４
２月 １００．３ △２．８ １０１．５ △２．３ １０１．８ △２．４ １０３．４ △１．０ １０６．０ △０．１ １０４．２ △０．９
３月 r１０２．２ １．９ r１０２．２ ０．７ r１０１．８ ０．０ r１０３．２ △０．２ r１０２．７ △３．１ r１０５．７ １．４
４月 p９５．９ △６．２ p９９．６ △２．５ p９２．７ △８．９ p９８．０ △５．０ p１０２．４ △０．３ p１０５．２ △０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 r ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３２ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９２４ ３．７ r ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８

２５年１～３月 ２３０，３７７ ０．４ ４７，７１０△０．８ ５２，４０６ △０．２ １６，４６５ ０．６ １７７，９７１ ０．６ ３１，２４６ △１．５
４～６月 ２３４，１９０ １．６ ４７，７８１ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ １８４，２５３ １．５ ３１，７８９ ０．７
７～９月 ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６
１０～１２月 ２６２，６４３ １．３ ５４，２７３ １．０ ６０，８７５ ０．８ １９，２３５ １．０ ２０１，７６８ １．４ ３５，０３９ １．０

２６年１～３月 r ２４７，８９９ ７．６ ５１，３６８ ６．９ ５８，０２１ １０．７ １８，１９３ １０．５ r １８９，８７８ ６．７ ３３，１７５ ５．０
２５年 ４月 ７７，２９８△０．５ １５，５０８△１．０ １６，３５３ △０．９ ５，１５４ △０．６ ６０，９４６ △０．３ １０，３５４ △１．２

５月 ７７，６８１ ０．８ １５，８８９ ０．８ １６，３６３ ０．９ ５，２５２ ２．４ ６１，３１８ ０．７ １０，６３７ ０．１
６月 ７９，２１１ ４．７ １６，３８５ ４．５ １７，２２１ ６．７ ５，５８６ ７．１ ６１，９９０ ４．２ １０，７９９ ３．２
７月 ７９，９２９△０．７ １７，１２７△０．７ １７，９１４ △４．９ ６，０４１ △２．７ ６２，０１５ ０．６ １１，０８６ ０．４
８月 ７８，９３３ ２．０ １５，８２３ ０．９ １５，６８４ １．３ ４，６５３ ２．４ ６３，２４９ ２．２ １１，１７０ ０．２
９月 ７３，７５９ ２．９ １５，０５９ １．７ １６，１７０ ４．０ ４，８１１ ２．５ ５７，５８９ ２．６ １０，２４８ １．２
１０月 ７７，８９０ ０．７ １５，９１１ ０．８ １７，５５５ △１．１ ５，３０３ △０．９ ６０，３３６ １．２ １０，６０８ １．６
１１月 ７９，５８５ ２．０ １６，９６３ １．２ １８，３４３ ２．４ ６，１０８ ２．１ ６１，２４２ １．９ １０，８５５ ０．８
１２月 １０５，１６８ １．１ ２１，３９９ ０．９ ２４，９７７ ０．９ ７，８２４ １．４ ８０，１９０ １．２ １３，５７５ ０．７

２６年 １月 ８０，９７０ １．９ １７，１１７ ０．７ １８，８３５ １．６ ６，０４９ ２．４ ６２，１３５ ２．０ １１，０６８ △０．２
２月 ７２，２４０ ４．２ １４，６９０ ２．４ １５，６７７ ５．２ ４，７８５ ２．５ ５６，５６４ ４．０ ９，９０５ ２．３
３月 r ９４，６８８ １６．０ １９，５６２ １７．０ ２３，５０８ ２３．９ ７，３５９ ２５．０ r ７１，１８０ １３．６ １２，２０２ １２．６
４月 p ７２，７２８△５．９ p １４，６６８△６．１ p １４，０５８ △１４．０ p ４，６０７ △１０．６ p ５８，６７０ △３．７ p １０，０６２ △３．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年７月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１６／本文　※柱に注意！／０２３～０２５　主要経済指標  2014.06.17 18.15.06  Page 23 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ △０．１ ９９．８ △０．８ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ １０１．５ ０．０ １００．４ ０．８ １００．２３ １４，８２８

２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．３ ０．３ ９９．３ △０．３ ９２．３８ １２，３９８
４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．８ ０．３ ９９．９ ０．０ ９８．７４ １３，６７７
７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．４ １．４ １００．３ ０．７ ９８．９４ １４，４５６
１０～１２月 １２９，８０８ ２．１ ２５，３８７ ５．１ １０２．０ １．８ １００．７ １．１ １００．４５ １６，２９１

２６年１～３月 １２０，１８９ ３．６ ２４，１３７ ６．４ １０１．８ １．５ １００．６ １．３ １０２．７８ １４，８２８
２５年 ４月 ３９，１９９ １．７ ７，７８９ ２．５ １００．７ △０．２ ９９．８ △０．４ ９７．７１ １３，８６１

５月 ４１，９７３ ２．６ ８，２５２ ４．２ １００．７ ０．２ １００．０ ０．０ １０１．０８ １３，７７５
６月 ４３，３５５ ４．４ ８，２７２ ５．８ １０１．０ ０．８ １００．０ ０．４ ９７．４３ １３，６７７
７月 ４６，９５７ ３．２ ９，０１４ ４．８ １０１．０ １．２ １００．１ ０．７ ９９．７１ １３，６６８
８月 ４７，２１９ ２．３ ９，０４７ ４．３ １０１．２ １．３ １００．４ ０．８ ９７．８７ １３，３８９
９月 ４２，７７２ △０．１ ８，２８０ ３．８ １０１．９ １．５ １００．５ ０．７ ９９．２４ １４，４５６
１０月 ４３，１０３ １．７ ８，４２６ ４．６ １０１．９ １．６ １００．７ ０．９ ９７．８５ １４，３２８
１１月 ４１，８３６ ３．６ ８，１９８ ５．９ １０２．０ １．９ １００．７ １．２ １００．０３ １５，６６２
１２月 ４４，８６９ １．０ ８，７６３ ４．９ １０２．０ １．８ １００．６ １．３ １０３．４６ １６，２９１

２６年 １月 ４０，１５３ ２．４ ７，９４６ ５．４ １０１．７ １．８ １００．４ １．３ １０３．９４ １４，９１５
２月 ３７，３５７ ２．９ ７，４６８ ６．２ １０１．６ １．２ １００．５ １．３ １０２．１３ １４，８４１
３月 ４２，６７９ ５．４ ８，７２３ ７．６ １０２．１ １．５ １００．８ １．３ １０２．２７ １４，８２８
４月 ３９，５８４ １．０ ８，１１３ ４．２ １０４．４ ３．７ １０３．０ ３．２ １０２．５６ １４，６３２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０

２５年１～３月 ４９，７９６ △７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △９．２
４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５
７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７
１０～１２月 ４１，４３３ ２０．５ １１，８２７ ２８．１ １３，６９７ ０．１ １５，９０９ ３８．７ １，０９２，３０６ ２０．３

２６年１～３月 ６１，４６４ ２３．４ １８，２６４ ２６．７ ２０，２６３ １１．２ ２２，９３７ ３３．７ １，５９０，１１０ ２０．９
２５年 ４月 １４，７６３ ２．１ ３，８７０ ５．３ ５，９１３ △１．２ ４，９８０ ３．８ ３０８，５５６ ０．７

５月 １３，８７７ △０．８ ３，７７３ １．１ ４，９５６ △２．５ ５，１４８ △０．６ ３０８，４３６ △８．７
６月 １７，８０５ △３．３ ４，６３９ △６．９ ６，６８８ △７．９ ６，４７８ ４．９ ３７８，７０６ △１２．５
７月 １８，８６２ ０．６ ４，９０８ △３．９ ７，３９６ △５．２ ６，５５８ １２．３ ４０１，９３７ △９．７
８月 １２，７９７ ３．１ ３，４６０ △２．６ ４，６２１ △０．７ ４，７１６ １２．０ ３１０，６９１ △１．６
９月 １７，９８０ ２３．０ ４，８００ ８．０ ６，０８１ ４．３ ７，０９９ ６３．５ ４４６，００４ １８．１
１０月 １４，０６１ １４．３ ３，８６３ ２３．７ ５，２０４ ２．６ ４，９９４ ２１．５ ３５４，４９６ １８．４
１１月 １４，８５８ １７．９ ４，２５５ ２４．３ ４，８３２ △２．３ ５，７７１ ３６．３ ３７８，５９６ １６．７
１２月 １２，５１４ ３１．９ ３，７０９ ３８．０ ３，６６１ △０．２ ５，１４４ ６４．６ ３５９，２１４ ２６．５

２６年 １月 １５，４１２ ３８．１ ４，６１７ ５０．５ ４，８３６ ２４．４ ５，９５９ ４１．７ ４３３，６１６ ３０．６
２月 １７，９２４ ２８．８ ５，１６９ ３１．３ ５，７１１ １６．４ ７，０４４ ３９．０ ４９０，５０９ １８．８
３月 ２８，１２８ １３．８ ８，４７８ １４．４ ９，７１６ ３．１ ９，９３４ ２６．０ ６６５，９８５ １６．７
４月 １３，３７０ △９．４ ３，３５５ △１３．３ ５，０５３ △１４．５ ４，９６２ △０．４ ２９２，８２５ △５．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年７月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８６９ １０．５ ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ９７，０３０ １１．５

２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △６．０ ２３，２０２ △４．６
４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４
７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７３ １３．３ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６
１０～１２月 ９，６８５ △９．６ ２，７１３ １２．９ １２４，２５３ １３．２ ３２，４８１ ５．０ ２３，００６ １３．３

２６年１～３月 ５，００９ △７．９ ２，１６９ ３．４ １２１，５５０ １９．４ ２９，３０３ １６．８ ２７，００１ １６．４
２５年 ４月 ３，３４７ １．４ ７７９ ５．８ １０７，３３７ △９．９ １５，９９１ ２８．６ ６，９５１ △１．１

５月 ２，８７８ ５．８ ７９８ １４．５ １１５，９９８ ４０．８ １０，８４２ ２４．８ ７，４８２ １６．５
６月 ３，５６４ ９．４ ８３７ １５．３ １２６，８５３ ４０．１ １３，８６８ ２１．７ ８，４１６ ４．９
７月 ３，１００ △６．７ ８４５ １２．０ １６０，２０２ ４７．８ １５，７２５ ２９．４ ７，１３６ ６．５
８月 ３，４８６ ０．４ ８４３ ８．８ １０３，６２８ ７．６ １２，２６７ ７．９ ７，０６０ １０．３
９月 ３，８９８ １８．１ ８８５ １９．４ ８７，９５９ ２９．１ １５，２３５ ２９．４ ９，９７８ １１．４
１０月 ３，６１２ △１６．１ ９０２ ７．１ ６６，５９１ ９．５ １４，２０５ ３．５ ７，３４２ １７．８
１１月 ２，５２０ △２８．３ ９１５ １４．１ ３５，６０８ ２１．８ ９，４１６ ４．９ ７，７３４ １６．６
１２月 ３，５５３ ２２．８ ８９６ １８．０ ２２，０５４ １１．７ ８，８６０ ７．５ ７，９３０ ６．７

２６年 １月 １，２６６ △１０．０ ７７８ １２．３ １０，２３３ △１９．３ ７，７７６ ２８．８ ６，６０３ ２３．６
２月 １，３２２ △１１．６ ６９７ １．０ １３，１５８ △２５．９ ６，９５９ ３．７ ７，００４ １０．８
３月 ２，４２１ △４．５ ６９４ △２．９ ９８，１５９ ３７．５ １４，５６８ １８．１ １３，３９３ １６．１
４月 ３，２３６ △３．３ ７５３ △３．３ １６１，５４３ ５０．５ １７，５８３ １０．０ ８，１７１ １７．６

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証�ほか２社 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 r１０，７９１ △３．８ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 r１１，７２２ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８
２５年度 r１２，２７８ ４．７ ０．７４ ０．８７ ４．５ ３．９ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１

２５年１～３月 ２，５１６ ２．５ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７
４～６月 r ２，８５２ ６．０ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１
７～９月 ３，８３２ ４．０ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９
１０～１２月 ２，９４５ ４．１ ０．８０ ０．９４ ４．４ ３．７ ６９ △２３．３ ２，５７１ △１１．０

２６年１～３月 ２，６４８ ５．３ ０．８１ １．００ ４．６ ３．７ ９２ △１６．４ ２，４６０ △１１．５
２５年 ４月 r ７８４ ３．９ ０．６１ ０．７４ ↑ ４．４ ３１ △２４．４ ８９９ △１０．４

５月 ９９０ ７．５ ０．６１ ０．７３ ５．１ ４．２ ３１ △２４．４ １，０４５ △８．９
６月 １，０７８ ６．１ ０．６５ ０．７５ ↓ ３．９ ３４ △１９．０ ８９７ △８．０
７月 １，１８４ ５．１ ０．７０ ０．８０ ↑ ３．９ ２７ △１８．２ １，０２５ △０．０
８月 １，４２９ ２．９ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．１ ２７ △３４．１ ８１９ △１５．３
９月 １，２１９ ４．２ ０．７７ ０．８８ ↓ ３．９ ２２ △３５．３ ８２０ △１１．９
１０月 １，１１２ ３．８ ０．７９ ０．９１ ↑ ４．０ ２６ △２３．５ ９５９ △７．３
１１月 ９０７ ４．８ ０．８１ ０．９４ ４．４ ３．８ ２５ △１９．４ ８６２ △１０．５
１２月 ９２６ ３．６ ０．８０ ０．９７ ↓ ３．４ １８ △２８．０ ７５０ △１５．７

２６年 １月 ８４５ ８．６ ０．７９ ０．９９ ↑ ３．７ ３２ １４．３ ８６４ △７．４
２月 ８２７ ０．４ ０．８２ １．０１ ４．６ ３．６ ２０ △４８．７ ７８２ △１４．６
３月 ９７６ ６．８ ０．８２ ０．９９ ↓ ３．８ ４０ △７．０ ８１４ △１２．３
４月 ７８６ ０．２ ０．７６ ０．９０ － ３．９ ３２ ３．２ ９１４ １．６

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■「r」は修正値。 ■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年７月号
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●道内経済の動き 

●冬季オリンピック・パラリンピックに関する道内企業意識調査 

●タイを通じたハラール市場へのアプローチ 

●アジア各国の水産品事情（タイ・シンガポール編） 
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